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１．第１次調査団派遣時

筆者は、エジプト国向けJICA環境センター協力に、1996年の環境分野基礎調査、97年R/Dミッシ

ョンの総括とその後の長期派遣による環境モニタリング研修プロジェクト立ち上げ期の約２年間リ

ーダーを務め、その後、同国の環境政策・行政展開をウオッチしてきた。今回、あらためて同国の

環境の現状、政策と行政の進展を概観する機会とJICA環境協力のあり方を検討する機会を与えられ

た。本メモは、収集資料のより詳細な分析に先立って、日本国大使館、JICA事務所向けの所感をメ

モしたものである。今後、収集したデータ、情報と要請内容を精査し、次期協力のプロジェクト青

写真を詰める必要性があることは論を俟たない。

（１）エジプトの環境は今

エジプト向け環境協力は、同国の環境政策の進展とともに、従来型のセンター方式協力はその

効用を逓減させる道程にあり、数年以内、遅くとも2010年以前には、同国の環境問題の解決は、

その大要を同国の環境管理の自立発展性に委ねることになり、EMTPプロジェクト協力の事後評

価を総括する段階に達すると、考えられる。本協議を通じて、本プロジェクト要請の実施主体と

なる「エジプト環境庁（EEAA）のセンター方式による技術協力に期待する動機づけ、言い換え

ると、そのオーナーシップが顕かに減退しつつある」ことを痛感したことである。この背景には、

同国の環境認識の深まりと、環境に対処するエジプト政府自身の姿勢の変化、問題対処システム

構築の進展がある。これはまた、聞こえてくる他の環境分野ドナー国の協力の方向性にもその兆

候がみられる。次は、その主たる要因を所感したものである。

１）1992年地球環境が“政治化した”リオ・サミットを機に、中東の“政治大国”、世界の

“観光大国”の同国は、94年には環境法を成立させ、その施行権限を付与して環境庁機能を

大幅強化した。その前後から、世界銀行をはじめ欧米の環境先進国は競って、比較的に大型

の環境協力の展開を加速しつつあった（エジプト国の環境分野への各国ドナーの支援状況を

参照）。

２）1999年から2000年にかけて、ブラッククラウド（９月から11月にかけてデルタ地域の稲わ

らなど農業廃棄物の野焼きによる汚染倍化がカイロ首都圏に及ぶ汚染エピソード）、と呼ば

れる著しい大気汚染をはじめ、劣化する沿岸域の海洋汚染などが、同国GDPを支える観光産

業へ脅威として映り政治問題化、政府高官の間に環境危機が確実に醸成されつつあった。

３）新聞記事やマスコミでも、ナイル川の水環境劣化と農業への影響、カイロ圏大気汚染と健

康影響に関する記事も取り上げられるなど、市民の間でも、“環境”が現実の生活の障害と

なる事例や悪影響を及ぼすとの認識が徐々に広がり始めるなど、環境意識レベルが国民のト

ップからボトムまで徐々に浸透しつつあった。

４）ドナー支援の状況変化の兆し；EEAAの政策展開、行政人材の育成など、その組織強化を

中心に、1996年から大型の環境プログラム協力を展開中のDANIDA（デンマーク国際開発援

助庁）が、2008年にはその支援プログラムを終了、援助の重点を環境から貧困に移行させる、

との閣議決定がなされたという（デンマーク大使館・環境カウンセラー面談情報）。一方、

日本の無償資金協力より、1998年中には、エジプト環境庁の中央ラボ及び５カ所の地方支局

ラボへの環境分析、モニタリング機材整備を終え、2003年までには、さらに追加の３ヵ所の

支局に拡充し、並行して、JICA技術協力によりラボ人材の育成が1997年から2004年まで続

けられた。2002年UNDPの支援を得て、2017年までの国家環境行動計画（NEAP）が刊行さ
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れ、同国の環境政策の中・長期の自立発展プロセスの道標が公表された（なお、本NEAP第

６章国際協力･6.3節“二国間環境協力”では、JICA技術協力はその項目の第一に記述されて

いる）。

現在、EEAAでは、その環境改善の実効をあげる必要性から、1994年環境法を根拠に、新し

い法令の制定や企業向け環境ガイドラインの公表をはじめ、環境法の執行体制の拡充を進めて

いる。さらに、EEAA地方支局のRBO機能を充実と各県が設置したEMU（環境マネジメントユ

ニット）の連携を強めるなか、EMUへの権限委譲と地域環境行政の深化に向けた地方分権化が

実施に移されつつある。

（２）JICA技術協力のニーズと方向性は今

1994年環境法制定を機に、日本、エジプト間の環境協力が進展をみせ、2004年10月環境モニタ

リング研修センタープロジェクト終了までの約10年間に、EEAAの政策と行政は、上述のように、

全般的には、自立発展パスを辿り始めている。一方、2004年のEMTPフォローアップ協力の運営

指導調査報告書で、「環境庁カイロ中央ラボ（CCC）や関連地域支局の環境査察の情報やモニタ

リングデータを整理、評価して、政策や行政に生かす技術、人材、システムは不足している」が

指摘されるなど、援助ニーズが「センター方式のねらいとする一定分野の包括的、総合的な成果

を期待する協力から、ある特定の弱点分野の強化に選択的に向かうなど、高度化、離散化するな

か、比較的にきめ細かい成果をねらう段階にも入ってきた」

例えば、EMTP協力の成果となる環境査察やモニタリング結果が、EEAAの環境マネジメント

システムに必ずしも妥当に活用されてない指摘に対応する、同国の苦情件数が圧倒的に多いとさ

れる騒音公害へ対処する技術や行政が抜け落ちている状況、企業の自主的な環境対策を進める一

方、EIAの行政処理システム上に浮かぶ隘路が見える、POPsなど新たな環境脅威として国際環境

条約上の履行を迫られ、環境管理の地方分権担保するRBOやEMU人材の育成の強化、エジプト

の環境政策と行政の進展を周辺国に拡げる意義が出てきた、など、先進国のきめ細かい協力が効

果を発揮すると考えられる挑戦的な課題も明らかになりつつある。

今回、エジプト側要請にある環境管理の多様かつ広範なニーズ（すなわち、エジプト側のプロ

ジェクト全体を把握するオーナーシップが希薄なこと）に、日本側の協力リソースを効果的に対

応させる枠組みを構築し、プロジェクトをモニタリングする支援の仕組み面も検討する必要があ

る。それには、まず、JICA協力のコンセプト（EMTPの成果の活用、他ドナーの積み残し、パイ

ロットプロジェクトによる環境改善事例を示す、EEAAの地方研修能力を強化する）等々、各プ

ロジェクト要素の成果を明確に定義、活動内容の精査とともにその柔軟さ（予算、スケジュール）

を確保する必要性もあるなど、プロジェクト監理上の課題にも見通しを持っておく必要がある。

例えば、とりあえずは、現在、明確になっている成果目標に絞って、プロジェクト期間を３年程

度のコンパクトなものしつつ「走りながら考える」といった手法でプロジェクトをモニターする、

また課題の考え方では、

１）エジプトのPOPs条約（2003年発効）、京都メカニズム（2005年発効）など国際環境条約に

向けた対処能力の増強への協力→地球規模の環境問題への対応を支援。

２）カイロ周辺の大気汚染、ナイルデルタの水質汚染、産業集積地帯における環境法の執行や

環境対策資金協力と連携→国内の地域環境へは、RBO、EMUごとに、代表的な環境課題を
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取り上げて、汚染の同定から具体的な対策案の提案に到る環境改善プロセスを支援。

３）EMTPの協力成果を中心に、周辺アラブ、アフリカ諸国の環境管理の人的資源の養成を促

進する→中東、アフリカ地域における環境センター協力の意義を促進。

など、ニーズとプロジェクト成果を意義づけながら、その分析を通じて、エジプト側と協議す

るなど、プロジェクトの立ち上げ、管理上の難しさも予見される。

２．第２次調査団派遣時

（１）本技術協力プロジェクトの位置づけ

2004年12月に続く２回の現地プロジェクト事前評価調査で顕かになった第一点は、1997年に

始まるJICAのエジプト国向け環境技術協力は、2004年までには、その“初級コース”をほぼ完

了したこと、第二点は、これまで培った環境管理能力を自立発展性の軌道に乗せるには、環境

管理の実務ノウハウ移転とその深化をねらいとした、いわば、技術協力のプログラムの“中級

コース”を継続する必要性を相互に確認したことである。

本技術協力の実施により、エジプト国の環境行政は、環境改善に向けた二つの方向性に強い

インパクトをもたらすことが予見される。現在、政府が喫緊で取り組む地方分権の政策、とり

わけ環境分野の行政権限と施行の地方分権化と適切に整合することにより、自治体、地域住民

レベルで環境問題に対処する能力強化を促す一方、90年代を通じて積み上げてきた国内環境管

理体制の整備とその経過体験を、周辺の中東･アフリカ諸国に拡散、裨益し、地域の環境改善

へと拡げる動機の熟成である。中東の政治大国エジプトが地球環境時代に相応しい地域の役割

を担うという貢献にも十分な期待が持てつつある。

（２）本プロジェクトのねらい、構成、アプローチの方法

本中級コースの上位目標は、2002年改定の国家環境管理戦略（NEAP）を念頭に、プロジェ

クト終了の2008年に達成すべきプロジェクト目標として、“三つの主たるねらい”を持たせた。

このねらいをより効率よく達成する手段として、各プロジェクト諸活動が有機的に連携して相

乗効果を発揮するように編み上げる工夫を凝らした結果が、今回、ほぼ合意に到ったPDMに総

括してある。

一つめのねらいは、“収集された環境分析・モニタリングデータを分析・評価”して、汚染

源を解析・特定して、環境汚染の対策につなげる一連の活動を通して、“実務に即した技術力

の強化と対策を提言する能力強化”を図ることである。ほぼ“ゼロ”から始まった“初級コー

ス”では、“環境の現状を把握する環境分析やモニタリング能力の人材育成”を、カイロ中央

ラボ職員訓練を中心に進めてきたが、本プロジェクトでは、訓練の対象を環境庁の地方支局

（RBO）に大きく重点を移す、また、移転の方法も、“汚染現場の実態に密着したデモ効果の高

いプロジェクト”（カイロ首都圏の大気汚染、スエズ運河の油汚染など）を定義した実務技術

の移転に注力することである。

二つめのねらいは、新たに地域・地球規模の拡散が進みつつあるPOPs（2003年５月発効の

ストックホルム条約に関連）の一部を中心に、比較的に高度分析技術を必要とする微量である

が毒性も強く健康影響も大きいとされる有害化学物質汚染の現状把握能力の強化を行う。これ

も選定した産業集中地域のデモプロジェクトを通じた技術移転計画を中心に、高度分析技術の

習得に寄与すると同時に、POPs条約で負った国別義務に対応する遵守能力の強化に貢献する。
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三つめは、上記の二つのねらいを持った複数のプロジェクトに、“環境問題のステークホル

ダーを訓練するシステム機能の強化”と“市民、コミュニティレベルの環境意識の醸成”の観

点を当初から意図的に最大限に加味しながら実施することである。これにより、従来の“トッ

プダウン（カイロ環境庁本庁）の環境政策をボトム（地域の環境当局及び地域住民）で支える”、

あるいは“環境改善をボトムから促す内圧のメカニズムを涵養する”ことによって、自立発展

性のある国民的な環境管理能力の強化につなげるインパクトを期待する（注：90年代に台頭し

た開発途上国の国家環境管理政策はほぼトップダウンが常套であり、70年代に先進工業国で顕

在化した“公害問題”への対処のように、“環境汚染に脅威にさらされた市民、地域からのボ

トムアップ力で前進してきた環境管理の歴史的経緯とはその対極にある”、ことが環境協力の

難しい要因の一つである）ことである。

この三つめのねらいには、国家環境管理の“上級コースの第一歩”（社会的環境管理能力と

いう言い方もある）に踏み込んだものである。プロジェクト運営では、本中･上級コースのプ

ロジェクト指標の設定の高度化により、適宜、中間段階の評価を工夫して、プロジェクト成果

やその自立発展性を計測することが重要である。これは、同国向けJICA環境技術協力の“出口

戦略の展望”を顕かにしていくこと過程でもある。同時に、同国の環境政策の進展や協力の成

果が周辺のアラブ･アフリカ諸国に波及していく拡がりにも留意する必要があり、ここにも、

我が国が“WHYエジプト国で大型の環境センター協力を約15年間継続してきた”意図と総決

算があると考えられるからである。

（３）エジプト国における国際環境協力の成果と日本の環境協力への期待

エジプト国は、すべての地球環境条約をその協議交渉の早い段階で批准している。一方、そ

の環境管理能力も着実に強化されつつある。その経験を周辺アラブ・アフリカ諸国に敷衍し、

数年内には、現在、地球規模で喫緊の課題となりつつある温暖化、有害化学物質の拡散による

地球規模汚染に歯止めをかける地域環境協力の一翼を担うことが強く期待される地政学的な位

置にもある。JICA/エジプト環境庁（EEAA）が主催し、2004年にカイロで開催されたアラ

ブ・アフリカ環境フォーラムにも、周辺の10カ国に加え国際機関UNEPも参加して盛況を呈し、

周辺国の南南協力や地域としての環境管理にも関心が集まっている。

エジプト国の環境行政も、1991年の世界銀行支援による「環境国家アクションプラン

（NEAP）」作成、1992年リオ・サミットで持続的な開発戦略を表明した「アジェンダ21」と

NEAP公表に始まる「国家環境事始め」黎明期から、1994年環境法No.4発効と環境庁の機能拡

充と法的な確立、1997年常設の環境担当・国務大臣の任命、1998年２月の環境法の施行と、ほ

ぼ2002年までにその「環境汚染対策システムの形成」期を終了した。1999年からインターネッ

トで公開されたカイロ首都圏の大気環境月別データもその改善傾向を示す。1998年11月突然カ

イロ上空に出現した「BLACK CLOUD」（自動車排ガス、工場廃ガスに加え、ナイルデルタ地

帯の稲わらなど固体廃棄物の野焼きが、とくに９月～11月観光シーズン中に発生する気象要因

による接地逆転層と重層的に影響した“著しい大気汚染現象＝環境エピソード”）が政治問題

化する一方、その原因を科学的に究明し対策につなげる緊急性、すなわち、環境状況のデー

タ・モニタリングから、汚染源の特定と対策に乗り出す実際的な環境管理能力の強化が政治的

にも行政的にも大きな関心を呼んでいる。
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○ 先進ドナー国間の環境協力協調

1997年のJICA環境技術協力は､その間、五月雨式に実施された、米国、デンマーク、カ

ナダ、フィンランド、EU、国際機関などによる一気呵成のエジプト向け国際環境協力と

整合、相乗して、とくに、カイロ環境庁の人材育成も含めて、現在、明らかな成果を生み

出しつつある。この間、JICA技術協力と並行して実施された日本政府による無償資金協力

により、環境庁中央ラボはじめ、出先の環境庁地方５支局ラボ（RBO）の環境分析、モニ

タリングの機材整備が進められ、2003年までには、さらに追加３支局の拡充が進んだ。こ

れに呼応するように、JICA技術協力も当初から２年間延長して、ラボ人材の育成は1997年

から2004年10月まで続けられた。その間、エジプトの各地方政府（Governorates）内にも

地域環境問題に専任する環境部門（EMU）創設され、地域環境問題の行政インフラも中

央、地方政府の協力により着実に進展を見た。2002年には、UNDPの支援を得た2017年ま

での国家環境行動計画（NEAP改定版）が刊行され、国家環境管理の中・長期マイルスト

ーンを盛り込む自立発展プロセスの道標も公表された（なお、本NEAP第６章国際協力･

6.3節“二国間環境協力”では、日本の環境協力の有効性についても際立って記述されてい

る）。

（４）本プロジェクト協力の留意点 “協力の高度化と柔軟性メカニズムの導入”

前回、第１次事前評価調査の際の団長所感メモでは、援助ニーズが、「センター方式のねら

いとする一定分野の包括的、総合的な成果を期待する協力から、ある特定の弱点分野の強化に

選択的に向かうなど、高度化、離散化するなか、比較的にきめ細かい成果をねらう段階にも入

ってきた」と言える、と述べた。本プロジェクト調査では、この高度化したエジプト側の要請

に適用すべき、まとまりのある「プロジェクト目標の設定と成果につながる諸活動」を総括し

て一貫性を保つ戦略を検討した。

第１の柱は、エジプト国で実際に問題となっている環境上の重要な課題の解決に向けた実際

的な解決へつながる技術移転である。大気環境のキーワードは、「カイロ首都圏の粒子状物質

汚染を中心とする大気汚染」であり、そこに影響する「ナイルデルタ地域を含む“BLACK

CLOUD”のフィンガープリント」がある。これは、カイロ圏の大気環境改善は、観光大国エ

ジプトの経済開発ポテンシャルの持続性と強く相関する政治課題でもある。水質汚染のキーワ

ードは、「ナイル川の水質」であるが、本プロジェクトでは、スエズRBOの課題として、国際

水路・スエズ運河の水質汚染（ナイル川でも観光船の廃油などが汚染要因として疑われている）

問題、とくに運航船やスエズ周辺の石油関連施設などからの漏洩による「油汚染のフィンガー

プリント」である、廃棄物分野では、新たな地球環境汚染問題を提起しつつある「有害廃棄物

等から生じる化学物質汚染の実態調査とインベントリー」を取り上げた。これらは、いずれも、

地域を限定したデモンストレーションあるいはOJTプロジェクトを通じて、汚染源の把握から

排出インベントリーの作成（産業集積地帯では質から量の規制も検討されるなど）、さらに解

決に向けた提言能力の涵養など実務への貢献を期待したい。

第２の柱は、環境人材（政府、企業、コミュニティーを含む）の能力アップのための訓練シ

ステムの整備と市民、コミュニティレベルにおける環境意識の高揚である。いずれも、環境庁

における最近の関連部門強化に応えるものである。前者では、アレキサンドリアやカイロ周辺

の産業集積地帯を対象とした“RBOの環境検察能力の強化”や“企業へのカウンターパート技
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術普及を促進する”など対策に向けたOJTプロジェクトをRBOと協力して実施することを要求

している。環境意識の啓発の新たな試みとしては、カイロ市内の中心にあるタハリール広場な

ど市民の環境啓発に最も効果的と思われる場所で、「環境表示板」によって環境データを市民

公開することである。環境汚染状況の市民公表は同国最初の試みである。その効果や得失につ

いては、なお環境庁内部にも多くの意見もあるようであったが、今回、の第２次事前評価調査

団交渉時に、エジプト側よりその英断が要請され検討中のものである。このように、本プロジ

ェクトの特徴は、1990年代環境プロジェクトの多くが環境汚染の現状把握のためのサンプリン

グ、分析法といったハード技術移転を中心とした比較的に単目的であったものが、汚染の評価、

汚染源の特定、対策への示唆といった、エジプト側からの要請が高度化しつつある。これらの

要請に的確に対応するには、派遣専門家の分野も単なる化学、物理分析技術の移転から汚染評

価、対策への提言など、移転技術の高度化のみならず、政策、行政、制度などより広範な環境

上の諸施策へのノウハウの移転が求められ一方、OJTにしてもパイロットプロジェクトにして

も、汚染現場ニーズや新たな環境ホットスポットへの対応の可能性など、プロジェクトの枠組

みの中に一定の柔軟性を持たせた機動的な対応が必要となるであろう。このような協力要請の

内容の高度化は、1990年初頭に始まった同国における環境政策の進化を如実に物語るものであ

ると言ってよい。
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２．ミニッツ （2004年12月14日）
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